様式第2号(第5条関係)

事　業　計　画　書


１　計画概要

※計画している整備施設、全体の事業スケジュール、これまでの実施状況、今年度に取り組む事業内容等について記載すること。




２　計画内容
（１）事業名称　　
（２）施行者名　　
（２）施行地区　　酒田市　　　　　　　地内
（３）地区面積　　約〇〇〇．〇ｈａ（少数第１位まで）
（４）総事業費　　約〇〇〇．〇億円（少数第１位まで）
（５）整備内容　　延べ床面積　約〇〇，〇〇〇㎡
主な用途


３　主な経過（予定）
（１）都市計画決定告示　　　　年　　月　　日
（２）事業計画認可　　　　　　年　　月　　日
（３）権利変換計画認可　　　　年　　月　　日
（４）施設建築物工事　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

４　添付書類
別紙のとおり（書類のうち交付申請に関する部分を記載し添付すること。）
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　ハ　補償費等 （単位：千円）

項　　目 件　　数 数　　量 単　　位 金　　額 補助対象事業費 摘　　要

（注）１　電柱、上下水道の移転補償費等上記の他に補償すべき項目があれば記載すること。

　　　２　ハ、ハ－１、ハ－２の項目のうち補助対象事業費から除外したものがある場合は、（　）内数で記載すること。

立 竹 木 補 償 費

動産移転補償費

仮 住 居 補 償 費

営 業 補 償 費

建 物 補 償 費

建物補償費相当額

工 作 物 補 償 費

地代家賃減収補償費

移転雑費補償費

地 代 補 償 費

そ の 他 補 償 費

計
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その他

動産

（税込）

雑費

その他

構造

階層

用途

経過

年数

（年）

延面積

（㎡）

建築工事費 現価率 評価額 権利価格 名称

数量

単位

金額 金額 金額 日数 金額 業種 金額 金額

（単位：円）

物　件　補　償　費　等 その他補償費

建              物 工 作 物 仮住居 営業

　ハ－１　補償費等内訳表

図

面

対

象

番

号

所在地 氏名

補助対象

小計

合　計

補助対象外

その他補償

（注）１　「物件補償費等」の「その他」欄には立竹木補償費、各種物件の移転補償費等を、又、「その他補償費」の「雑費その他」欄には「地代家賃減収補償費」「移転雑費補償費」

　　　　　「地代補償費」「その他補償費」等について記入すること。

　　　２　「摘要」欄には建物補償費相当額に相当するものについては、その金額及び合計額を記入すること。

計

摘　要
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施設の名称 位　　置 面　　積 単　　価 金　　額 摘　　要

㎡ 円 千円

計

（注）計はハ－１の建物補償費相当額に合わせること。

（備考）添付図　施設種類、位置、形態等を明示する図面（赤線で表示）。

　ハ－２　施設建築物建設費内訳表
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（単位：千円）

数　　　量 事　業　費 補助対象事業費 摘　　要

計

（備考）添付図　　位置、区域、形態、施設の種類、ルート等を明示する図面(色分けで表示)

 ①通路整備費

 ②駐車施設整備費

 ③児童遊園整備費

 ④緑地整備費

 ⑤広場整備費

計

 ①共用通行部分整備費

 ②社会福祉施設等との一体的整備費

 ③立体的遊歩道及び人工地盤施設整備費

 ⑦高齢者等生活支援施設整備費

 ⑥集会所及び管理事務所整備費

 ⑧子育て支援施設整備費



計

ハ　その他施設

　　整備費

施　　　　設　　　　名

イ　空地等整備費

（３）共同施設整備

 ④公共用通路整備費

 ⑤駐車場整備費

 ①供給施設整備費

計

ロ　供給処理施設

　　整備費

 ②排水施設整備費

 ③電気施設整備費

 ④ガス供給施設整備費

 ⑤電話施設整備費
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３　添付図書

　交付申請額の算出方法の資料として、次の図書を添付する。

添付 事業名 図書種別 縮　尺 摘　　　　　要

共　　通 位置図 1/25,000以上 都市計画総括図に市街地再開発事業区域を表示

共　　通 都市計画図 1/2,500以上 市街地再開発事業の都市計画の内容を表示

事業計画作成

区域図

1/2,500以上

白図を使用し、施行地区を赤線で表示し、地区内及びその周辺については建築用途別及び構造別の現況を

表示すること。

用途区分及び色彩は昭和27年2月2「都市計画策定基礎調査について」（都市局長通達建都第56号）による

こと。

構造別現況は耐火建築物を黒枠で囲むことにより表示すること。

事業計画書

市街地再開発組合の設立認可等にかかる事業計画書の写しであること。

ただし、施行者が市街地再開発事業準備組織である場合は、当該施行地区となるべき区域の宅地について

所有権又は借地権を有する者の３分の２以上が当該市街地再開発事業準備組織に参加していることを証す

る図書を添付すること。

地盤調査 地盤調査図 1/3,000以上 地盤調査地点を示すこと。

建築設計 基本設計図 1/500以上 施設建築物各階平面図、２面以上の断面図及び立面図、施設建築敷地平面図

権利状況図 従前資産の権利の状況を示す図面

配置設計図

従後資産の権利の状況を示す図面（権利が確定したものでなくても、従後資産の権利の状況を施設建築物

の各階平面図に示すこと。）

建築物除却等 除却計画図 1/500以上 除却すべき建築物等の位置、規模、構造及び整地区域を表示する図面

仮設店舗等設置

仮設店舗等

計画図

1/1,000以上 仮設店舗等の設置位置及び配置を示す図面

共同施設整備

共同施設

計画図

1/500以上

補助対象にかかる共同施設についてその位置、区域、規模、配置、ルート、寸法等を表示すること。（色

分けで表示）

図面は施設毎に簡潔明快なものとすること。



（注）添付図書の作成に当たって、次の区分に従って色分けすること。

　　　イ　当該年度は赤色

　　　ロ　翌年度以降は黄色

　　　ハ　過年度分は青色

事業計画作成

権利変換

計画作成

1/500以上
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補助区分 算出根拠 交付申請額

国

県

市

計

国

県

市

計

国

県

市

計

国

県

市

計

（注）１　事業費欄は、実際に要する事業費を記載すること。

　　　２　変更申請する場合は、下段に今回交付申請額を、上段に既交付決定額を（ ）書で記載すること。

計

変更増

△減額



既交付

決定額



計



今回交付

申請額



共同施設整備



調査設計計画



土 地 整 備



（別紙）

交付申請額

（A×Bと備考小計

の少ない方）

補助対象

事業費

（A）

事業費 項　　　目

備　　考

補助率

（B）

１　交付申請額の決定方法及び経費の配分



（単位：千円）
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単 価 金　額 単 価 金　額

２　交付申請額の算出方法の明細

（１）調査設計計画

　イ　事業計画作成費

（単位：千円）

（単位：千円）

補助対象事業費



事業費



区分 細　　　分

請　　　　　負 直　　　　　営

数量 単位



補助対象事業費 摘　　　　要



計



項　　目

（注）１　変更申請する場合は、下段に今回の交付申請額を、上段に既交付決定額を（　）書で記載すること。

　　　２　施行者が直営で行う場合において、食糧費がある場合、別途食糧費使途明細書を添付すること。

イ

ロ

ハ

ニ

事業計画作成費

地盤調査費

建築設計費

権利変換計画作成費



備　　考



　　　４　細分欄のうち、補助対象事業費から除外した項目がある場合は、補助対象事業費を請負及び直営欄の（　）内数で記載すること。

　　　３　積算内訳が必要なものについては、摘要欄にその内容を記載すること。

　　　２　委託費は、直営欄に計上すること。

（注）１　直営の場合には、摘要欄に、住宅局所管事業関連共同施設整備等補助要領等細目（平成12年3月24日付け建設省住街発第29号）第２－１－ニの末尾に掲げる表に従った使途内訳

　　　　　を記載すること。



計
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　ロ　地盤調査費

補助対象事業費

千円

　ハ　建築設計費

 建築面積

設計料率

（B）

上限額

（A×B=C）

補助対象事業費

 　　　㎡ ％ 千円 千円

　ニ　権利変換計画作成費

単　価 金　額

 建築敷地面積

           ㎡

計



 建築費

（A）

       千円



 建築費単価

 　　　千円/㎡



　　　２　委託費は、直営欄に計上すること。

　　　３　積算内訳が必要なものについては、摘要欄にその内容を記載すること。

　　　４　細分欄のうち、補助対象事業費から除外した項目がある場合は、補助対象事業費を請負及び直営欄の（　）内数で記載すること。

単　価



区分 数量 単位

　　　　　記載すること。

細　　　分



補助対象事業費



本数または箇所数 単　　　価 事　業　費 調査面積 調査方法



         千円    　    千円            ㎡



計



直　　　　　営

金　額

 建築延面積

 　　　　㎡



 事 業 費

       千円



（　単位：千円）

請　　　　　負

摘　　要



摘　　要



（注）１　直営の場合には、摘要欄に、住宅局所管事業関連共同施設整備等補助要領等細目（平成12年3月24日付け建設省住街発第29号）第２－１－ニの末尾に掲げる表に従った使途内訳を
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棟数 延面積 単　価 事 業 費 面　積 単　価 事 業 費

㎡ 千円/㎡ 千円 ㎡ 千円/㎡ 千円 千円 千円

構　　造 耐用年数 使用期間 戸　数 単　価

仮設店舗等建設費

借地料整地費等 事 業 費 補助対象事業費

戸 千円/戸 千円 千円 千円 千円

（注）１　変更申請する場合は、下段に今回の交付申請額を、上段に既交付決定額を（　）書で記載すること。

　　　２　種別とは、「建設」、「移転」、「補修」の別をいう。

（単位：千円）

事業費合計



補助対象事業費



補助対象事業費 摘　　要



計

（注）変更申請する場合は、下段に今回の交付申請額を、上段に既交付決定額を（　）書で記載すること。

　イ　建築物除却等費

建　 築 　物 　除 　却 整　　　　　　地



計

構　　造



計

（注）変更申請する場合は、下段に今回の交付申請額を、上段に既交付決定額を（　）書で記載すること。

　ロ　仮設店舗等設置費

種　別



（２）土地整備

項　　　　　目

イ 建築物除却等費



ロ 仮設店舗等設置費

ハ 補償費等

事　業　費


